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１．デジタルライフライン全国総合整備計画

２．スマートモビリティチャレンジ事業（地域新MaaS創出推進事業）



１．デジタルライフライン全国総合整備計画
• ⼈⼝減少が進むなかでもデジタルによる恩恵を全国津々浦々に⾏き渡らせるため、約10年のデジタルライフライン全国総
合整備計画を策定
• デジタル完結の原則に則り、官⺠で集中的に⼤規模な投資を⾏い、共通の仕様と規格に準拠したハード・ソフト・ルール
のデジタルライフラインを整備するこ とで、⾃動運転やAIのイノベーションを急ぎ社会実装し、⼈⼿不⾜などの社会課題
を解決してデジタルとリアルが融合した地域⽣活圏の形成に貢献する

各ワーキンググループで議論

⾃動運転サービス⽀援道
普及戦略WG

ドローン航路
普及戦略WG

インフラ管理DX
普及戦略WG

ガイドライン等の策定状況デジタルライフライン全国総合整備実現会議

2023年度の第1期実現会議
⇒「デジタルライフライン全国総合整備計画」を決定

2024年度の第2期実現会議
⇒仕様・運⽤⽅法等の策定、サービスの実装の状況やその
検討から⽰唆される課題を踏まえ、全国展開に向けた⽅針
を以下の通り決定することを⽬指す。

・官⺠で⽬指すべきデジタルライフラインの整備、活⽤⽬
標及び必要なアクションを位置づけた「ロードマップ」

・事業者・地⽅⾃治体がデジタルライフラインを整備・
活⽤する上で参照すべき「ガイドライン」

「ドローン航路普及戦略WG」において、ドロー
ン航路の仕様・規格、ガイドライン、全国線整備
地図を策定し、ドローン航路システムのソース
コードを公開するとともに、ドローン航路登録制
度の開始に向けたロードマップを策定。
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【参考】中国経済連合会との共催による地域説明会

【⽇時】2024年10⽉4⽇（⾦）13：20 〜 17：00
【形式】ハイブリッド開催

（現地：広島国際会議場＋オンライン）
【内容】

＜政策説明＞
・経済産業省 緒⽅ 淳 ⽒
・慶應義塾⼤学⼤学院 ⽩坂 成功 ⽒
・株式会社トラジェクトリー ⼩関 賢治 ⽒
・ソフトバンク株式会社 新居 智久 ⽒
・広島県 上⽥ 隆博 ⽒

＜特別対談＞
・株式会社AIST Solutions 和泉 憲明 ⽒
・慶應義塾⼤学⼤学院 ⽩坂 成功 ⽒

「デジタルライフライン全国総合整備計画」地域浸透・展開イベント
を開催し、国が推進する政策、ドローン等の先⾏実装状況、地域は今
後どのように取り組んでいくべきか、などを紹介

主催：中国経済連合会、中国経済産業局
講演：中国地⽅整備局、中国総合通信局、中国総合通信懇談会

国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所



 まずは有⼈・無⼈を問わず、地域の特性やニーズに応じた最適なモビリティサービスを早期に実装することで、社会
受容性向上や環境整備を進めて基盤を固め、⾜元の課題に対応する。

 同時に、より複雑な交通環境でのサービスを実現すべく、技術の⾼度化や事業化を進め、⾃動運転等のモビリティ
サービスの本格的な普及につなげる。

 それぞれで得られる成果が相互作⽤し、両輪で⽀え合う。

⾃動運転等のモビリティサービスの⽬指すべき姿

現

状

将来を⾒据えたロボタク等の
⾼度技術の開発・実装

 国内では複雑な交通環境を⾃由に⾛⾏できる⾃動運転⾞両の開発が
あまり進んでいない

⼈流・物流上の社会要請に早期に対応する
ビジネスの具体化

 ⾃動運転はイニシャル／ランニングコスト⾼
 MaaSはアプリ・システムが各地域に混在。周辺の交通参加者や潜

在ユーザーが新たな移動サービスを⾝近に感じていない
 バリューチェーン側の付加価値を確保するためのデータ連携の取組

が⼗分進んでいない

現 状

MaaSやレベル２以上の⾃動運転移動サービス早期実装に
より社会受容性向上や環境整備が進展
価値のたすき掛けによる事業化の可能性追求

外資の開発プレーヤーの⽇本進出

公道⾛⾏経験の少なさ等による開発⼒不⾜

開発資⾦、ソフトウェア⼈材等の不⾜事業性以外の課題解決を優先した実証

短期間かつ⼩規模の実証が多く浸透しない

データ連携のユースケースを模索中

複雑な条件でも⾛⾏可能な⾃動運転（ロボタク等）ビジネ
スの実現に向け技術が⾼度化、⼤規模展開により事業化へ

現 状
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２．スマートモビリティチャレンジ事業（地域新MaaS創出推進事業）



令和7年度地域新MaaS採択地域の実証概要
島根県⼤⽥圏域（実施主体︓社会医療法⼈仁寿会）

複数医療機関での⾞両の共同利⽤及び運営・配⾞等を地域の他事業者が⾏う事業モデルの確⽴を⽬指す。

医療MaaS⾞両の共同利⽤により⾞両の稼働率を⾼めるとともに、運⽤主体のコスト負担を軽減する共同利⽤
モデルの確⽴について総合的に検証する。加えて、⼩型⾞両・⼤型⾞両による運⾏範囲・収⽀構造の⽐較や
⾃動運転適否を検証する。

実証実験イメージ

複数医療機関による医療MaaS⾞両の共同利⽤モデルの確⽴に向けた実証

⾞両
予約

医療MaaS
⾞両提供会社 地域事業者

医療機関医療機関医療MaaS
共同利⽤団体

⾞両
⼿配

⾞両
予約

⾞両
⼿配

地域住⺠等

医療サービスの提供

医療MaaS
⾞両準備
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【中国地域】


